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活動内容 

目的 

活動の目的としては、①在住外国人を対象とした「シェアハウスの運営」は新

型コロナウイルス感染拡大で失業または減給した在住外国人への住まいの確保

と生活支援を目的とします。②「個別相談の充実」は在住外国人について在留資

格等の個別問題解決を充実させて社会参加と就労支援を目的とします。③「在住

外国人に向けた日本語教室」は多文化共生の社会実現と再就職時の日本語能力ス

キルアップを目指した学習支援を目的とします。④「コミュニティの創出」は活

動を通じて在住外国人と社会や地域を結びつけるために、地域の町内会や公民

館、更に各種団体ともネットワームをつくり、交流イベント等を実施します。ま

た、その活動内容、在住外国人の生活、日本語教室の授業内容などを取材した動

画コンテンツを配信することで、新たなコミュニティの創造と維持を目的としま

す。当事業を通じて、外国人労働者や留学生の援護を行い、地域経済と中小企業

活性化や受入れにともなうトラブル・問題の未然の防止に寄与し、「多文化協働の

仕事づくり・まちづくり」を実現します。また、このことは、国連のＳＤＧｓの

１７の目標の８ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の実現

の一歩となります。 

 

内容 

① 「シェアハウス運営」：2021 年 11 月より運営管理にあたる人員 1 名、不動

産管理にあたる人員 1 名を継続配置して運営を維持継続する。入居者には

運営管理者による生活相談、生活支援を実施する。入退去またはトラブル

発生時には不動産管理者がその手続きと対処を実施する。新型コロナウイ

ルス感染拡大防止対策として、ペーパータオルとアルコールの設置を維持

継続する。シェアハウスはコロナ下では一人一部屋の個室とし、約 5 人の

入居を目標とする。 

②「個別相談の充実」：2021 年 11 月よりＷＥＢ会議システムを活用した個別相  

談の充実を継続維持する。行政、各種団体とのネットワーク連携によって問題

解決にあたる。問題解決後の自立支援にも積極的に取り組む。相談件数 50 件

を目標とする。 



 ③「在住外国人に向けた日本語教室」：2021 年 11 月より当法人施設内で開催

する日本語学習教室を維持継続する。入居者も参加するオフラインの教室に加

え、ＷＥＢ会議システムを利用したオンライン受講も維持継続する。授業の内容

は動画コンテンツにして配信する。1 月に 4 回の開催を目標とする。 

 

成果 

① シェアハウス運営に関しては、短期・長期とも、少ないものの 3 人の入居者

があった。入居者の生活支援を継続して行った。②個別相談・支援に関して

は、電話相談は月数件のペースで相談があり、その時の担当者が個別に対応

した。また、倉敷市と連携してのテレビ会議システムを使用したオンライン

相談会も定期的（隔週水曜日）に行い、こちらに関しては、月 1 件程度のペ

ースで相談があった。③オンライン日本語教室に関しては、当初の N4 対策

講座だけでは参加者がすくなく、途中から計画変更で会話コースや介護コー

スを設置したが、こちらの方が参加者は多かった。具体的には、別紙添付資

料のとおりです。 

 
 

今後の課題と対
応策 

日本語教室に関して： 

技能実習生の日本語能力を向上させることについては、監理団体や関係団体からの要望は

強い。しかし、実習生本人の学習意欲あまり高くないように感じる。全体的に、実習生の

継続的な参加は少なかった。技能実習生にもっと日本語教室に継続的に参加してもらえる

インセンティブや仕組みが必要と考える。 

シェアハウス運営に関して： 

新型コロナウィルスの影響により、入居率は決して高くない。「ウィズコロナ」となった後

は定員を 10 人とし、入居者を増やしていくための取り組み強化が課題となっている。 

相談、個別支援に関して： 

在留資格や生活相談に関しては、事務局でのフリーコールを中心に受けてきた。個別支援

については、行政や関係団体、専門家とのより一層の連携を目指す。 

 

写真の提出 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 



 


